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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第78期
第２四半期
連結累計期間

第79期
第２四半期
連結累計期間

第78期
第２四半期
連結会計期間

第79期
第２四半期
連結会計期間

第78期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 22,055 17,610 11,690 9,857 45,546

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
365 △569 286 △26 1,423

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円）
164 △433 140 △57 417

純資産額（百万円） － － 19,906 19,256 19,737

総資産額（百万円） － － 47,768 46,092 49,672

１株当たり純資産額（円） － － 231.75 223.75 229.27

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

1.93 △5.08 1.64 △0.67 4.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 41.36 41.38 39.34

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,309 2,060 － － 2,651

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△458 △231 － － △815

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
595 △2,163 － － 4,120

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 6,330 10,501 10,832

従業員数（人） － － 1,408 1,430 1,400

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

３．第78期第２四半期連結累計（会計）期間及び第78期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　第79期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当た

り四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社の異動については「３　関係会社の状況」に記載しております。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において連結子会社であった株式会社オズウェブテクノロジーは、平成21年７月31日付

で清算結了したため、子会社ではなくなりました。

　

４【従業員の状況】

　(1）連結会社の状況 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,430[313]

　（注）１　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

２　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

　(2）提出会社の状況 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,110[233]

　（注）１　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員

数は〔　〕内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（％）

船舶港湾機器事業（百万円） 2,234 △13.4

油空圧機器事業（百万円） 1,869 △39.9

流体機器事業（百万円） 344 △14.9

防衛・通信機器事業（百万円） 4,106 21.4

その他の事業（百万円） 571 △33.6

合計 9,124 △11.7

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

４　流体機器事業の官需市場では、第４四半期連結会計期間に販売が集中する傾向があるため、通常、第２四半期

連結会計期間の生産実績は、第４四半期連結会計期間と比べ著しく低くなっております。

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高
前年同四半期比

（％)
受注残高

前年同四半期比
（％）

船舶港湾機器事業（百万円） 1,717 △59.8 7,472 △32.7

油空圧機器事業（百万円） 2,088 △38.5 2,624 △16.8

流体機器事業（百万円） 505 △7.4 503 9.1

防衛・通信機器事業（百万円） 4,596 41.3 11,746 △21.0

その他の事業（百万円） 897 △19.2 1,104 △26.4

合計 9,803 △22.1 23,449 △24.5

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　流体機器事業の官需市場では、第３四半期連結会計期間に受注が集中する傾向があるため、通常、第２四半期

連結会計期間の受注実績は、第３四半期連結会計期間と比べ著しく低くなっております。また、販売が第４四

半期連結会計期間に集中することに伴い、通常、受注残高は第３四半期連結会計期間末が高くなるため、第２

四半期連結会計期間末の受注残高は、第３四半期連結会計期間末と比べ著しく低くなっております。
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(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（％）

船舶港湾機器事業（百万円） 2,495 △24.7

油空圧機器事業（百万円） 1,967 △40.6

流体機器事業（百万円） 344 △14.7

防衛・通信機器事業（百万円） 4,147 18.6

その他の事業（百万円） 903 △22.7

合計 9,857 △15.7

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

防衛省 2,227 19.0 2,542 25.8

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

４　流体機器事業の官需市場では、第４四半期連結会計期間に販売が集中する傾向があるため、通常、第２四半期

連結会計期間の販売実績は、第４四半期連結会計期間と比べ著しく低くなっております。

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況　

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国の景気回復基調が鮮明となる中でアジアを中心に景気の

底入れ感が広がっており、自動車等の輸送用機器を中心に輸出や生産には回復の兆しが見られることから景気の持

ち直しが期待されておりますが、国内企業の収益は依然として大幅な減収が続いており、設備投資抑制等の厳しい

経済状況は今なお継続しております。

　このような状況の下、当社グループの当第２四半期連結会計期間の業績は、船舶港湾機器事業は昨秋以降の世界的

な海運不況により商船市場と海外市場における落ち込みが激しく、受注、売上ともに低調に推移し、油空圧機器事業

も設備投資抑制が未だ継続していることから受注、売上ともに低調に推移しました。また、流体機器事業では受注は

前年同期を若干下回り、売上は低調に推移しております。一方、防衛・通信機器事業は、海上交通機器市場が好調な

こと等により受注、売上ともに堅調に推移しております。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は前年同期比15.7％減の9,857百万円、営業損失は73百万

円、経常損失は26百万円、四半期純損失は57百万円となりました。
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　各事業の概況は次のとおりであります。

［船舶港湾機器事業］

　当事業の商船市場では、世界的な海上荷動きの停滞により海運各社の業績は急落しており、昨年まで高水準を維持

していた在来船向けの換装需要が大きく減少した結果、受注、売上ともに前年同期を大幅に下回りました。

　内航船市場では、長期低迷が続く等依然として厳しい状況にあるものの、レーダーや電子海図情報表示装置の拡販

に努めた結果、受注、売上ともに前年同期を上回りました。

　海外市場では、韓国、中国の造船所において海運会社から新造船のキャンセルや納期繰り下げ要請が大幅に増加し

ており、受注、売上ともに前年同期を大幅に下回りました。

　船舶関連商品の保守用部品の販売は、船舶の解体や係船が増加したこと等により、部品販売や機器の定期整備が減

少し、受注、売上ともに前年同期を下回りました。

　この結果、当事業全体として、売上高は2,495百万円と前年同期比817百万円（24.7％）の減少、営業利益は138百万

円と前年同期比181百万円（56.8％）の減少となりました。

 

［油空圧機器事業］　

　当事業のプラスチック加工機械市場、工作機械・産業機械市場、建設機械市場では、世界的な景況悪化の影響を受

けて国内市場では設備投資の抑制が未だ続いており、底打ち感はあるものの依然として需要は低迷しており、受注、

売上ともに前年同期を大幅に下回りました。

　海外市場では、一部に回復基調は現れ始めているものの、円高の影響により価格競争力が低下しており、受注、売上

ともに前年同期を下回りました。

　油圧応用装置は、受注は大型工作機械や製鉄市場向け油圧装置が落ち込み前年同期を下回りましたが、売上は船舶

のバルクキャリア船向けハッチカバー開閉油圧装置が好調に推移した結果、前年同期を上回りました。

　この結果、当事業全体として、売上高は1,967百万円と前年同期比1,342百万円（40.6％）の減少、営業損失は163百

万円（前年同期営業利益177百万円）となりました。

 

［流体機器事業］　

　当事業の官需市場では、中小都市への拡販と農業用水における水管理システムの更新需要に対する拡販に注力し

て参りましたが、上期に売上を計画していた物件の発注時期が下期に遅延したこと等により受注、売上とも前年同

期を下回りました。

　民需市場は、回復基調にはあるものの、未だ昨秋以降の大きな需要落ち込みから脱したとはいえず、受注について

は水力発電所の管理強化に伴う水位計・流量計の需要増により前年同期を上回ったものの、売上については船舶接

岸速度計の更新計画の一部が延期されたこと等により、前年同期を下回りました。

　また、海外市場では、主力である韓国の水市場向け機器が前年並みに推移し、受注は前年同期を上回り、売上は前年

同期並となりました。

　この結果、当事業全体として、売上高は344百万円と前年同期比59百万円（14.7％）の減少、営業損失は57百万円

（前年同期営業損失59百万円）となりました。

 

［防衛・通信機器事業］

　当事業の防衛市場は、従来の「抑止効果重視」から「対処能力重視」へと転換が進められていることに加え、予算

面では財政再建による予算抑制により縮小傾向にあるものの、航空機用搭載部品や修理契約の増加、輸送機、哨戒ヘ

リコプター及び艦艇用搭載機器の数量増等が大きく貢献し、受注、売上ともに前年同期を上回りました。

　海上交通機器市場では、レーダー及びＶＴＳ関連装置等が堅調に推移し、受注、売上ともに前年同期を上回りまし

た。

　通信機器市場では、国内外での高速無線アクセス（ＢＷＡ）用のインフラ整備が未だ進展しないことから受注は

前年同期を下回りましたが、衛星搭載用デバイスの生産受託が好調に推移したことから売上は前年同期を上回りま

した。

　この結果、当事業全体として、売上高は4,147百万円と前年同期比652百万円（18.6％）の増加、営業利益は15百万

円（前年同期営業損失242百万円）となりました。

 

［その他の事業］　

　検品機器は、印刷業界全般における設備投資抑制の影響を受け、受注、売上ともに前年同期を下回りました。

  防災機器は、立体駐車場向け消火設備設置工事が少なかったこと等が影響し受注は前年同期を下回りましたが、

売上は前年度の受注が好調であったことにより、前年同期を上回りました。
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　道路関連機器及びトンネル関連機器は、縦断測定装置等の計測器及び地方自治体向け地震計用センサーが好調で

あり、受注、売上ともに前年同期を上回りました。

　鉄道機器は、検測役務が好調に推移したものの探傷車等の機器販売が低調であったため、受注、売上ともに前年同

期を下回りました。

　情報システムの開発業務及び受託計算業務は、景況悪化による企業のＩＴ投資抑制が影響し受注、売上ともに前年

同期を下回りました。

　この結果、当事業全体として、売上高は903百万円と前年同期比266百万円（22.7％）の減少、営業損失は6百万円

（前年同期営業利益83百万円）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は10,501百万円と前第２四半

期連結会計期間末と比較して4,171百万円（65.9％）増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　営業活動の結果獲得した資金は1,710百万円と前年同期比612百万円（55.8％）増加しました。その主な要因は、税

金等調整前四半期純損失116百万円、賞与引当金の増加431百万円、たな卸資産の減少541百万円及び仕入債務の増加

404百万円によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

　投資活動の結果使用した資金は156百万円と前年同期比115百万円（42.4％）減少しました。これは主に、固定資産

の取得による支出181百万円によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　財務活動の結果使用した資金は414百万円と前年同期比148百万円（26.3％）減少しました。その主な要因は、長期

借入金の返済による支出412百万円によるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

　株式会社の支配に関する基本方針については、次のとおりであります。

　当社グループは、平成19年３月に策定しました平成19年度中期経営計画において、事業構造改革、人材育成・強化

を柱とした事業基盤の再整備を通じて、各事業セグメントの競争優位性の向上を図ることにより、企業価値の向上

を目指しております。また、当社グループは、計測・認識・制御という働きを最先端技術で商品化し、これをお客様

に提供することを通じて社会に貢献していくことを経営理念として掲げ、顧客満足のための指針はもとより環境保

護や法令遵守といった７つの行動指針 ― ①創意工夫と弛まぬ努力で最高の技術と商品の開発を目指します。②市

場のニーズを先取りした新商品・新事業の創出に努めます。③安全で安心できる商品・サービスを提供し、お客様

の信頼に応えます。④自己を研鑚し、それぞれの分野での第一人者を目指します。⑤法令等を遵守し、社会人として

誠実で良識ある行動に努めます。⑥美しい自然を守り、貴重な資源を大切にします。⑦会社の方針を共有し、情熱と

使命感を持って目標達成に注力します。― のもと従業員が日々研鑚しています。当社グループは、企業価値向上の

ための諸施策の実施及び企業価値向上の実現は、これらを実践する従業員の高いモラルと実行力が最も重要な要因

と認識しています。すなわち、経営者と従業員が目標を共有化し、ともに経営理念や行動指針を具体的な形として事

業に反映させていくことが当社グループの企業価値を向上させ、ひいては株主共同の利益の維持・向上に繋がるも

のと認識しています。

　しかしながら、当社に対してこのような認識とは異なる者から買収提案が行われた場合には、これを受け入れるか

否かは株主の皆様が判断すべきですから、このような判断の機会を確保し、更には当社取締役会が株主の皆様に代

替案を提案するために必要な情報と相当な検討期間を確保し、買収提案者との交渉を可能とすることにより、当社

グループの企業価値ひいては株主共同の利益を低下させる買収を抑止することを目的として、当社は平成19年５月

10日に開催された取締役会において、買収提案者が具体的買付行為を行う前に取るべき手続を明確かつ具体的に示

した「大規模買付ルール」（買収防衛策）（以下、「本ルール」といいます。）を決議し、平成19年６月28日に開催

の第76回定時株主総会に提出、承認されております。
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 ① 本ルールの概要

ア.本ルールの発動にかかる手続の設定

　本ルールは、当社の発行する株券等に対する20％以上の買付けもしくは20％以上となる買付けを行おうと

する行為又はその提案（以下、「大規模買付行為」といいます。）に対し、事前に当該大規模買付行為等に関

する情報の提供を求め、当該大規模買付行為等についての分析・検討を行う時間を確保したうえで、株主の

皆様に当社グループの中期経営計画や代替案等を提示したり、大規模買付者等との交渉等を行っていくため

の手続、更には大規模買付者に対する対抗措置発動の可否を株主総会に諮る、あるいは取締役会が対抗措置

の発動を決議するなどにいたる手続を定めています。

イ.取締役会の恣意的判断を排除するための特別委員会の利用　

　本ルールにおいては、原則として具体的な対抗措置の実施、不実施の判断について当社取締役会の恣意的判

断を排除するため、特別委員会規程に従い、当社と全く関係のない大学教授、弁護士、公認会計士等の有識者

から構成される特別委員会の判断を経るとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性・

公正性を確保することとしています。なお、当初の特別委員会は以下の委員により構成されています。

＜特別委員会委員＞

中東　正文（名古屋大学大学院法学研究科教授）

髙山　崇彦（ＴＭＩ総合法律事務所パートナー弁護士）

澤　　淳夫（公認会計士、株式会社プロネクサス常勤監査役）

 

 ② 本ルールの合理性

ア.買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

本ルールは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則を充足しています。

イ.株主意思を重視するものであること

本ルールの有効期間は、平成19年度定時株主総会（平成19年６月28日開催）において本ルールの導入を決議

後３年間とし、平成22年度の定時株主総会以降３年ごとに、定時株主総会において、株主の皆様のご信任を得

ることとしています。

ウ.独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

特別委員会によって、当社取締役会の恣意的行動を厳しく監視するとともに、特別委員会の判断の概要につ

いては株主の皆様に情報開示することとされており、本ルールの透明な運営が行われる仕組みが確保されて

います。

エ.合理的な客観的要件の設定

本ルールは、合理的かつ客観的な要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役

会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

オ.第三者専門家の意見の取得

大規模買付者等が出現すると、特別委員会は、当社の費用で、外部専門家（ファイナンシャル・アドバイ

ザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を受けることができるもの

としています。これにより、特別委員会が当社取締役会に提示する勧告の公正性、客観性がより強く担保され

る仕組みとなっています。

カ.デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本ルールについては、平成19年度定時株主総会において、本ルール導入、廃止及び対抗措置発動の可否を株主

総会の決議事項とする定款変更議案並びに本ルールの導入をお諮りしておりますので、株主総会決議により

廃止できない又は時間を要する、いわゆるデッドハンド型・スローハンド型の買収防衛策ではありません。

なお、当社取締役の任期についても、１年とされております。

 

EDINET提出書類

東京計器株式会社(E02266)

四半期報告書

 8/32



 ＜大規模買付ルールについてのフローチャート＞

　本チャートは、あくまで大規模買付ルールに対する理解に資することのみを目的として参考として作成されて

います。

 

※１　分析検討期間は原則として、60営業日以内としますが、当社取締役会は必要がある場合には、30営業日を上限

として延長します。

※２　特別委員会は、当社取締役会に対して対抗措置の発動が適当か否か、あるいは発動の適否の判断が困難なので

最終的に株主意思を確認するのが適当である旨を勧告し、当社取締役会は、この勧告を最大限尊重して、対抗

措置の発動に関して決議を行います。

 

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、574百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在発行数（株）

（平成21年９月30日）
提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 85,382,196 85,382,196
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は

1,000株

計 85,382,196 85,382,196 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

　平成21年７月１日～

　平成21年９月30日
― 85,382,196 ― 7,218 ― ―
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（注１）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 7,730 9.05

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 4,234 4.96

東京計器協力会 東京都大田区南蒲田２丁目16番46号 3,134 3.67

京阪神興業株式会社 神戸市中央区浪花町15番地 3,005 3.52

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 2,861 3.35

東京計器従業員持株会 東京都大田区南蒲田２丁目16番46号 2,629 3.08

株式会社横浜銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

神奈川県横浜市西区みなとみらい三丁目１

番１号

（東京都中央区晴海１丁目８番12号）

2,329 2.73

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）（注１）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
2,257 2.64

ニッセイ同和損害保険株式会社 大阪市北区西天満４丁目15番10号 2,228 2.61

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（注１）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,033 2.38

計 － 32,440 37.99

　（注）　上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　  7,730 千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　  2,033 〃

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　　　　　　　　　　140 〃
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　（自己保有株式）

　普通株式    146,000
－ －

完全議決権株式（その他） 　普通株式 84,873,000 84,873 －

単元未満株式 　普通株式    363,196 － －

発行済株式総数 85,382,196 － －

総株主の議決権 － 84,873 －

　

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（自己保有株式）

東京計器株式会社

大田区南蒲田

２丁目16番46号　
146,000－ 146,000 0.17

計 － 146,000－ 146,000 0.17

　（注）　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。な

お、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれております。

　　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 130 157 158 148 156 149

最低（円） 102 117 137 115 126 119

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,506 10,717

受取手形及び売掛金 11,423 14,156

商品及び製品 1,323 1,328

仕掛品 5,236 5,133

原材料及び貯蔵品 4,643 4,766

その他 1,294 1,554

貸倒引当金 △44 △58

流動資産合計 34,381 37,596

固定資産

有形固定資産 ※
 6,552

※
 6,990

無形固定資産

のれん 77 102

その他 42 27

無形固定資産合計 119 129

投資その他の資産

その他 5,259 5,175

貸倒引当金 △219 △219

投資その他の資産合計 5,040 4,956

固定資産合計 11,711 12,075

資産合計 46,092 49,672

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,592 5,415

短期借入金 10,973 12,237

未払法人税等 71 167

賞与引当金 864 874

その他 1,556 1,884

流動負債合計 18,056 20,576

固定負債

長期借入金 3,443 4,079

退職給付引当金 5,070 5,015

引当金 237 250

その他 31 15

固定負債合計 8,780 9,359

負債合計 26,836 29,935
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,218 7,218

資本剰余金 14 14

利益剰余金 11,679 12,368

自己株式 △27 △26

株主資本合計 18,883 19,572

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 283 93

為替換算調整勘定 △94 △122

評価・換算差額等合計 189 △29

少数株主持分 184 194

純資産合計 19,256 19,737

負債純資産合計 46,092 49,672
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 22,055 17,610

売上原価 16,742 13,788

売上総利益 5,313 3,823

販売費及び一般管理費 ※1
 4,962

※1
 4,442

営業利益又は営業損失（△） 351 △619

営業外収益

受取利息 15 9

受取配当金 36 25

生命保険配当金 38 38

持分法による投資利益 － 15

助成金収入 － 42

その他 47 48

営業外収益合計 136 178

営業外費用

支払利息 80 88

持分法による投資損失 10 －

為替差損 － 27

その他 33 12

営業外費用合計 122 128

経常利益又は経常損失（△） 365 △569

特別利益

固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 3 6

保険解約返戻金 24 －

特別利益合計 27 6

特別損失

固定資産除売却損 6 5

投資有価証券評価損 48 93

特別損失合計 54 98

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

338 △661

法人税等 ※2
 173

※2
 △221

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1 △7

四半期純利益又は四半期純損失（△） 164 △433
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 11,690 9,857

売上原価 8,902 7,715

売上総利益 2,788 2,142

販売費及び一般管理費 ※1
 2,511

※1
 2,215

営業利益又は営業損失（△） 277 △73

営業外収益

受取利息 10 4

受取配当金 4 4

生命保険配当金 38 38

持分法による投資利益 － 15

助成金収入 － 21

その他 24 26

営業外収益合計 77 108

営業外費用

支払利息 40 42

持分法による投資損失 4 －

為替差損 － 14

その他 24 5

営業外費用合計 67 61

経常利益又は経常損失（△） 286 △26

特別利益

貸倒引当金戻入額 0 3

特別利益合計 0 3

特別損失

固定資産除売却損 2 1

投資有価証券評価損 48 91

特別損失合計 50 92

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

236 △116

法人税等 ※2
 88

※2
 △58

少数株主利益又は少数株主損失（△） 8 △2

四半期純利益又は四半期純損失（△） 140 △57
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

338 △661

減価償却費 554 545

のれん償却額 20 24

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △13

退職給付引当金の増減額（△は減少） △73 55

賞与引当金の増減額（△は減少） 40 △9

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △72 △13

受取利息及び受取配当金 △51 △35

支払利息 80 88

持分法による投資損益（△は益） 10 △15

投資有価証券評価損益（△は益） 48 93

固定資産売却損益（△は益） △0 －

固定資産除売却損益（△は益） 6 5

売上債権の増減額（△は増加） 3,253 2,738

たな卸資産の増減額（△は増加） △932 27

仕入債務の増減額（△は減少） △1,181 △826

その他の資産の増減額（△は増加） △53 171

その他の負債の増減額（△は減少） △156 △131

その他 13 11

小計 1,838 2,052

利息及び配当金の受取額 51 36

利息の支払額 △93 △102

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △487 73

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,309 2,060

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △5 △3

固定資産の取得による支出 △420 △271

固定資産の売却による収入 1 －

貸付けによる支出 － △7

貸付金の回収による収入 55 13

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△85 －

その他 △4 37

投資活動によるキャッシュ・フロー △458 △231

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,516 △1,100

長期借入れによる収入 750 －

長期借入金の返済による支出 △2,239 △801

リース債務の返済による支出 － △2

自己株式の取得による支出 △2 △1

配当金の支払額 △426 △256

少数株主への配当金の支払額 △3 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 595 △2,163

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,441 △331

現金及び現金同等物の期首残高 4,889 10,832

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,330

※
 10,501
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1)連結の範囲の変更

　当第２四半期連結会計期間において連結子会社であった株式会社オズ

ウェブテクノロジーは、平成21年７月31日付で清算結了したため、子会社

ではなくなりました。

　 (2)変更後の連結子会社の数

　９社

２．会計処理基準に関する事項の変更 　工事契約に関する会計基準の適用

　工事契約に係る収益の計上基準については「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１

四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契

約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、営業外

費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半期

連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は１百万円であります。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、営業外

費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半期

連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は２百万円であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　　一般債権の貸倒見積高の算定方法 　一般債権の貸倒見積高の算定方法において前連結会計年度の決算において

算定した貸倒実績率を使用しております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該

見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる

場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額 ※　有形固定資産の減価償却累計額

33,057　百万円 32,630　百万円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与・賃金手当 1,188百万円

賞与引当金繰入額 394〃

役員退職慰労引当金繰入額 55〃

退職給付費用 282〃

研究開発費 1,034〃

給与・賃金手当 1,148百万円

賞与引当金繰入額 279〃

役員退職慰労引当金繰入額 33〃

退職給付費用 300〃

研究開発費 1,085〃

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２　　　　　　　　　同左

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与・賃金手当 585百万円

賞与引当金繰入額 186〃

役員退職慰労引当金繰入額 14〃

退職給付費用 149〃

研究開発費 509〃

給与・賃金手当 570百万円

賞与引当金繰入額 139〃

役員退職慰労引当金繰入額 15〃

退職給付費用 157〃

研究開発費 551〃

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２　　　　　　　　　同左
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定　 6,335百万円　

預入期間が３か月を超える定

期預金
△5〃

現金及び現金同等物　 6,330百万円

　

現金及び預金勘定　 10,506百万円　

預入期間が３か月を超える定

期預金
△5〃

現金及び現金同等物　 10,501百万円

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 85,382千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 146千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 256 3 平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
船舶港湾
機器事業
（百万円）

油空圧
機器事業
（百万円）

流体
機器事業
（百万円）

防衛・通信
機器事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に対する

売上高
3,3123,309 404 3,4961,16911,690 － 11,690

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
22 24 1 12 364 423 (423) －

計 3,3343,333 405 3,5071,53312,112(423)11,690

営業利益又は営業損失(△) 318 177 △59 △242 83 277  (－)　　 277

　（注）１　事業区分は、製品等の種類の類似性に基づき区分しております。

２　各事業の主な製品等

(1）船舶港湾機器事業……船舶港湾機器

(2）油空圧機器事業………産業機械用油圧機器・装置、建機・車両用油圧機器、建機用電子機器、油圧応用装置

(3）流体機器事業…………流体機器

(4）防衛・通信機器事業…アビオニックス機器、航空用電子機器、艦艇機器、車両機器、海上交通機器、通信機器

(5）その他の事業…………検品機器、道路関連機器、トンネル関連機器、鉄道用測定機器、防災機器、情報処理業

務、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理業、不動産の管理ほか

３　会計処理方法の変更

（たな卸資産の評価に関する会計基準）

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日）を適用しております。

これによる当第２四半期連結会計期間のセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
船舶港湾
機器事業
（百万円）

油空圧
機器事業
（百万円）

流体
機器事業
（百万円）

防衛・通信
機器事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に対する

売上高
2,4951,967 344 4,147 903 9,857 － 9,857

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
36 6 － 31 301 375 (375) －

計 2,5301,973 344 4,1791,20510,231(375)9,857

営業利益又は営業損失(△) 138 △163 △57 15 △6 △73  (－) △73

　（注）１　事業区分は、製品等の種類の類似性に基づき区分しております。

２　各事業の主な製品等

(1）船舶港湾機器事業……船舶港湾機器

(2）油空圧機器事業………産業機械用油圧機器・装置、建機・車両用油圧機器、建機用電子機器、油圧応用装置

(3）流体機器事業…………流体機器

(4）防衛・通信機器事業…アビオニックス機器、航空用電子機器、艦艇機器、車両機器、海上交通機器、通信機器

(5）その他の事業…………検品機器、道路関連機器、トンネル関連機器、鉄道用測定機器、防災機器、情報処理業

務、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理業、不動産の管理ほか
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前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
船舶港湾
機器事業
（百万円）

油空圧
機器事業
（百万円）

流体
機器事業
（百万円）

防衛・通信
機器事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に対する

売上高
6,5706,837 599 5,9032,14622,055 － 22,055

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
42 51 1 20 728 841 (841) －

計 6,6116,888 600 5,9232,87422,896(841)22,055

営業利益又は営業損失(△) 682 495 △259 △587 20 351  (－)　 351

　（注）１　事業区分は、製品等の種類の類似性に基づき区分しております。

２　各事業の主な製品等

(1）船舶港湾機器事業……船舶港湾機器

(2）油空圧機器事業………産業機械用油圧機器・装置、建機・車両用油圧機器、建機用電子機器、油圧応用装置

(3）流体機器事業…………流体機器

(4）防衛・通信機器事業…アビオニックス機器、航空用電子機器、艦艇機器、車両機器、海上交通機器、通信機器

(5）その他の事業…………検品機器、道路関連機器、トンネル関連機器、鉄道用測定機器、防災機器、情報処理業

務、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理業、不動産の管理ほか

３　会計処理方法の変更

（たな卸資産の評価に関する会計基準）

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日）を適用しております。

これによる当第２四半期連結累計期間のセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
船舶港湾
機器事業
（百万円）

油空圧
機器事業
（百万円）

流体
機器事業
（百万円）

防衛・通信
機器事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に対する

売上高
5,2413,612 536 6,5161,70617,610 － 17,610

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
62 23 － 54 601 740 (740) －

計 5,3033,636 536 6,5692,30718,351(740)17,610

営業利益又は営業損失(△) 316 △445 △223 △193 △74 △619 (－) △619

　（注）１　事業区分は、製品等の種類の類似性に基づき区分しております。

２　各事業の主な製品等

(1）船舶港湾機器事業……船舶港湾機器

(2）油空圧機器事業………産業機械用油圧機器・装置、建機・車両用油圧機器、建機用電子機器、油圧応用装置

(3）流体機器事業…………流体機器

(4）防衛・通信機器事業…アビオニックス機器、航空用電子機器、艦艇機器、車両機器、海上交通機器、通信機器

(5）その他の事業…………検品機器、道路関連機器、トンネル関連機器、鉄道用測定機器、防災機器、情報処理業

務、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理業、不動産の管理ほか
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【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間並びに前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期

連結累計期間については、全セグメントの売上高の合計に占める本国の割合が90％を超えているため、記載を省

略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 アジア 欧州 米州 その他 合計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,595 219 246 11 2,071

Ⅱ　連結売上高（百万円）     11,690

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
13.6 1.9 2.1 0.1 17.7

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）アジア …………………韓国、中国、シンガポール

(2）欧州 ……………………ノルウェー、トルコ、オランダ

(3）米州 ……………………アメリカ、カナダ

(4）その他の地域 …………オーストラリア、南アフリカ

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア 欧州 米州 その他 合計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,100 99 191 120 1,510

Ⅱ　連結売上高（百万円）     9,857

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
11.2 1.0 1.9 1.2 15.3

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）アジア …………………中国、韓国、シンガポール

(2）欧州 ……………………トルコ、ギリシャ、スペイン

(3）米州 ……………………アメリカ、カナダ

(4）その他の地域 …………ニュージーランド、南アフリカ
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前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 アジア 欧州 米州 その他 合計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,201 505 493 14 4,213

Ⅱ　連結売上高（百万円）     22,055

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
14.5 2.3 2.2 0.1 19.1

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）アジア …………………韓国、中国、シンガポール

(2）欧州 ……………………ノルウェー、トルコ、オランダ

(3）米州 ……………………アメリカ、カナダ

(4）その他の地域 …………オーストラリア、南アフリカ

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア 欧州 米州 その他 合計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,094 224 379 236 2,932

Ⅱ　連結売上高（百万円）     17,610

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
11.9 1.3 2.2 1.3 16.7

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）アジア …………………中国、韓国、シンガポール

(2）欧州 ……………………トルコ、ギリシャ、オランダ

(3）米州 ……………………アメリカ、カナダ

(4）その他の地域 …………ニュージーランド、南アフリカ
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 223.75円 １株当たり純資産額 229.27円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 19,256 19,737

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 184 194

（うち少数株主持分） (184) (194)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（百万円）

19,072 19,543

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末
（期末）の普通株式の数（千株）

85,236 85,240

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1.93円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 5.08円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 164 △433

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
164 △433

期中平均株式数（千株） 85,252 85,238

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1.64円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 0.67円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 140 △57

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
140 △57

期中平均株式数（千株） 85,248 85,237

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 　 平成２０年１１月１０日

東京計器株式会社 　 　

取締役会　御中 　 　

　監査法人　トーマツ 　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中　野　眞　一　　印  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 日　下　靖　規　　印  

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京計器株式会

社（旧会社名　株式会社トキメック）の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期

連結会計期間（平成２０年７月１日から平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月１日

から平成２０年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京計器株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

東京計器株式会社(E02266)

四半期報告書

31/32



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 平成２１年１１月６日

東京計器株式会社 　

取締役会　御中 　

　 有限責任監査法人トーマツ 　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日　下　靖　規　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 平　野　　洋　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京計器株式会

社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２１年７月１日

から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京計器株式会社及び連結子会社の平成２１年９月３０日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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